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研究成果の概要（和文）：まず、高齢化に関する日韓のデータを比較し、高齢者福祉の法と制度

に関する要点を整理した。超高齢社会日本と今後高齢社会に突入する韓国においては、草の根

的な市民的協同によって、施設運営やケア実践に関する知見の交流が続いている。この交流に

ついて明らかにすべく、在日外国人を含む高齢者支援の活動を展開している日本の組織・団体

および、韓国において日本と連携し、独自の福祉サービスを提供する組織・団体に対して現地

調査を行い、超高齢社会を支える福祉ネットワークの先進事例を収集した。 

 

研究成果の概要（英文）：First, I compared the data of Japan and South Korea on society 
aging, and surveyed some points of the system and method of the elderly welfare. Super-aged 
society Japan and pre-aged society South Korea have continuously exchanged knowledge 
about the care or practice of facility operations. I chose facilities in Japan caring 
the elderly of Japanese and foreigners, and facilities in cooperation with Japan in South 
Korea to provide welfare services of its own to collect the advanced cases of welfare 
network to support the super-aged society.  
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１．研究開始当初の背景 
 日本においては、老人福祉法以降、社会福
祉の制度およびサービスが整備され、進展す
る社会の高齢化への対応が進められてきた。
現在、超高齢社会とされる水準にまで高齢化
は進展してきたが、整備された法制度や施策
の多くは、日本国籍を有する高齢者へのもの
にとどまっていた。公的な社会保障の対象か
ら除外され、フォーマルセクターのサービス
によっては充足されない在日コリアン高齢
者の生活支援等については、インフォーマル
セクターによる福祉サービスが展開されて

きた。とくに、1990 年代後半以降、大阪市生
野区をはじめとする在日コリアン集住地区
においては、草の根的な在日高齢者支援のた
めのデイサービス事業が展開されてきた。そ
れら活動のノウハウは、どのように獲得され
たのか。本研究の代表者が取り組んできたこ
れまでの調査研究により、従来、公的な社会
福祉の対象とされることのなかった在日コ
リアン高齢者の福祉が開始する地点におい
て、主として日本人を対象として運営された
先駆的な取り組みがアイデアの源泉の一つ
として見出しうることが分かった。具体的に
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は、高度経済成長期以降、阪神間で展開され
てきた保育所、特別養護老人ホーム等の施設
福祉を核として展開する地域福祉サービス
である。これが、在日コリアンを含む、地域
に在住する多様な市民を対象とした福祉の
萌芽となり、市民的協同による新しい福祉の
活動が草の根的に展開されてきた。先行する
福祉サービスから知見を得て活動する在日
コリアン高齢者支援の活動の動向を把握す
べく、本研究は、阪神間での現地調査を計画
した。現在、高齢化率が約 10%の水準に達し、
さらなる高齢化を目前としている韓国【資料
-1】において、どのような高齢者福祉が準備
されつつあるのかという問題関心に基づい
て、都市部の現地調査を中心とした実証的研
究を行った。高齢者福祉の整備が喫緊の問題
となっている韓国において、日本の高齢者福
祉がどのようなインパクトをもちうるのか、
草の根的な市民ネットワークを介した日韓
福祉交流に着目して、調査対象を選定した。
また、韓国の介護保険に相当する老人長期療
養保険制度(2008 年開始)等、フォーマルな法
制度等にも目配りしつつ、委託等多様な形態
でサービスを提供するインフォーマル部門
の動きに着目して、具体的な事例を収集する
ことが本研究の目的である。 
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国立社会保障・人口問題研究(http://www.ipss.go.jp/)  

2012 年版人口統計集からデータを抜粋し作成した。 

 

２．研究の目的 
 超高齢社会を支える地域福祉のあり方に
ついて、インフォーマル部門に着目し、具体
的な工夫の先行事例を収集する。地域の市民
生活の実情に即した福祉サービスを提供す
るために、市民が主体となって協同する仕組
みについて、組織・団体のキーパーソンを対
象として聞き取り調査を行うとともに、組
織・団体間の交流やネットワーキングの現状
について調査研究を行う。 
 
３．研究の方法 
 現地調査および文献研究によって研究を
遂行する。 
 
４．研究成果 

 (1)本研究は、まず、高齢化率 10%の段階に
着目し、高齢者の生活支援に関わる重要な地
域資源がどの程度整備されていたか整理す
る。韓国の場合、まさに現時点が高齢化率 10%
程度(韓国保健社会研究院による 2010 年発
表)である。日本の全国値で高齢化率 10%を示
したのは、1985 年であった。 
現地調査の対象は、日本に関しては阪神地

区において高齢者支援の活動を展開してい
る組織・団体を選定した。また、日本以上の
スピードで高齢化が進展する韓国について
は、二大都市であるソウル市とプサン市で行
政との連携をもちつつ独自の福祉サービス
を提供している組織・団体に対して調査協力
を要請した。 
 

(2)さらなる高齢化を目前とする高齢化率
10%の時点に先んじて、社会福祉法人喜楽苑
は、昭和 54(1983)年、兵庫県尼崎市において
事業を開始した。喜楽苑は、高齢者ケアにノ
ーマライゼーションを導入し、先進的な高齢
者ケアを行ってきた特別養護老人ホームで
ある。代表者である市川禮子氏は、1974 年に
乳児を対象とする保育所を開設している。そ
の後の社会問題化する高齢化について全国
に先駆けて取り組んだ法人である。 
尼崎市は、大阪市に隣接した工業・商業都

市であり、高度経済成長期(1955-1973)に人
口を急増させ、最盛期の 1970 年には人口 55
万人を突破した。そののち、漸減して 2013
年現在 45 万となっている。高度経済成長期
において、尼崎市では大気汚染による健康被
害者が多数発生し、勤労家庭の保育問題が早
期の段階から社会問題化した、典型的な工
業・商業都市であった。さまざまな社会問題
を抱える尼崎は、また、社会問題解決の先進
的な実験室であったといえる。 
喜楽苑は、現在まで阪神間に事業を展開し、

行政からの委託を含めて 90 事業を行ってい
る。阪神間における高齢者福祉の巨大ネット
ワークを構築するに至っている。 



立ち上げ当時以来、中心的職員として喜楽
苑のケアと運営を担って来た高井時男氏は、
県外の高齢者施設等において、高齢者ケアの
さまざまな場面において人権を守るための
工夫を伝授している。本研究の代表者は、
2012年2月に大阪府豊中市において開催され
た地域福祉の実務家等の研究集会(阪神共同
福祉会理事長中村大蔵氏主宰)に参加した。
この時に知己を得た、当時喜楽苑副施設長で
あった高井時男氏が 2012 年 3 月に松山市の
社会福祉法人ともの家において講師を務め
た職員研修会に参加し、喜楽苑で蓄積したノ
ウハウの伝授に立ち会うことができた。「人
権を守る」という、喜楽苑の重要理念のひと
つについて、「自分がされたら嫌なことをお
年寄りにしない」という具体的な表現で教授
していた。とりわけ地方においては、高齢ケ
アについて、「市民が選べない、競争原理が
働かない、営利追求の会社が参入する」等の
理由により、施設ケアにおいて高齢者の「人
権を守る」ということが最優先事項でありな
がらも、遵守されてこなかったことに注意を
促していた。 
このように、社会福祉法人喜楽苑はサービ

スのネットワークを広範囲に拡大するとと
もに、高齢者ケアの先行ノウハウを後発の施
設に伝える社会福祉専門職教育の役割をも
果たしているといえる。 
 
(3)尼崎市には、喜楽苑に加えて、個性的な
高齢者ケアの実践で著名な特別養護老人ホ
ーム園田苑が、昭和 63(1988)年に開設されて
いる。尼崎市の高齢化率は当時 9.8%であった。
園田苑は昭和 43(1970)年に結成された阪神
医療生協、1975 年に設立された阪神共同保育
会と連続した運動の一環として開設された。
園田苑は、多数のボランティアが、お年寄り
とおしゃべりしたりお茶を飲んだりするた
めに集うことで有名である。代表者である中
村大蔵氏は「地域一体」の組織運営を目指し
ている。「入居者、家族、施設、地域のみん
なでつくる福祉を」というスローガンは、社
会福祉にかかわる彼らの理念を示唆してい
る。 
園田苑は、施設運営に地域のボランティア

を巻き込み、苑内で複数のボランティアグル
ープが活動を行っている点で特徴的である。
また、尼崎市の地域課題である少年の非行問
題に司法福祉の立場からかかわっており、高
齢者ケアの現場で少年に更生教育を行って
いる。さらにホーム至近の河川敷に居住する
ホームレスの支援をはじめ、国外では 1999
年 9 月に発生した「台湾大地震」、国内では
2011 年 3 月に発生した「東日本大震災」等、
災害時ボランティア活動の地域的組織の中
心としても活動している。本研究の代表者は、
2011年9月、園田苑に関係する多様な市民(地

域の特定郵便局局長、阪神共同保育会所属の
保育園職員、自治体の教育委員会委員等)に
よって構成されたボランティアチームに参
加し、宮城県気仙沼市唐桑を拠点として、5
日間の活動を行った。園田苑は、定員 50 人
の小さな顔の見える高齢者福祉施設を核と
して、多様な市民を運営に関与させつつ、集
中的にさまざまな地域福祉を実践する先鋭
的モデルであるといえる。 
上記のような、多層的な交流を旨とする運

営と諸活動をとおして、園田苑は、介護する
ものと介護されるものの関係性が固定化す
ることを抑止しようと試みているといえる。
スタッフにユニフォームや名札を支給せず、
ふだんの服装でケアに当たるというのも、施
設福祉のケアをできる限り日常化しようと
する試みの一つである。 
 

(4)園田苑のこれらアイデアに触発されて、
在日高齢者ケアを開始した団体が、大阪市生
野区の NPO 法人聖公会生野センターである。
聖公会生野センターは、2004 年、街角デイサ
ービスのりばんを開始した。のりばんとは韓
国・朝鮮語で遊び場を意味する表現である。
2008 年に新拠点に移り、現在週に 3 回、400
円で昼食サービスを行っている。大阪市生野
区には済州島出身の在日コリアンが多いが、
サービス登録者の在日のお年寄りの口に合
うように、ニューカマーの在日韓国人ボラン
ティアを中心として支度された昼食とコー
ヒーで、日中の時間を過ごす憩いの場となっ
ている。 
本研究では、3 ヶ年の研究期間中、複数回、

のりばんを訪問し、調理ボランティアに参加
するとともに、利用者やスタッフの協力を得
て、聞き取り調査を行った。聖公会生野セン
ターを主宰する在日韓国人二世である呉光
現氏は、のりばんの活動の他、拠点であるセ
ンターにおいて、障害者と健常者が共に学ぶ
絵画教室くりんもだん、韓国語教室、自閉症
者のショートステイ等の運営を行っている。
これに加えて、在日本済州四・三事件犠牲者
慰霊祭を開催する在日本済州四・三事件遺族
会の会長でもあり、阪神間における在日コリ
アン権益擁護活動の中心的人物の一人であ
る。 
のりばんに先行して、2000 年、東大阪市の

さらんばんが、在日コリアン高齢者を対象と
するデイサービス事業をスタートさせてい
る。韓国・朝鮮語で客間兼書斎を意味するさ
らんばんでは、看護師資格を持つ代表の鄭貴
美氏をはじめとするスタッフが、正確な栄養
管理を行い、また在日一世を対象とする識字
教育で培ってきた社会教育のノウハウを活
かし、非常に専門性の高いサービスを行って
いる。のりばんは、開設当時、在日コリアン
のパーソナルなネットワークを通じてさら



んばん等の応援を受けて活動を開始した。公
的な社会保障でカバーされていない民族的
なケアサービスを、園田苑の先行事例を援用
して、ボランティア中心で行うことができる
方向性を示した試みがのりばんであるとい
える。 

 

【資料-2】65 歳以上人口割合別到達年次 
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(5)2010 年 6 月、先述した阪神共同福祉会の
中村氏が日韓の高齢者福祉の実務家等によ
り組織した韓国福祉調査チームに参加した。  
ソウル市にある社会福祉法人東明苑が運

営する東明老人福祉センターのキム・ビョン
ハン苑長は、朝鮮戦争時の孤児支援から活動
を開始した同法人が高齢者福祉サービスを
開始する際、先述した園田苑に長期滞在しつ
つ、日本各地の高齢者福祉施設を巡視し、ノ
ウハウを学んだという。現在、東明苑では、
児童福祉施設、認知症患者を含む高齢者を対
象とする生活施設を同一の地域福祉拠点で
展開し、より地域に開かれた地域福祉施設を
目指して活動を展開している。 
東国大学校名誉教授、佛教福祉文化研究所

所長であられるキム・ヨンテク氏には、かつ
て留学生として日本に滞在し、韓国の社会福
祉の創成期を担ってきた経緯について、教授
していただいた。また、観光地でもある仁寺
洞に近接するソウル市立ソウル老人福祉セ
ンターを紹介していただき、現地で諸般のご
案内をいただいた。同センターは、ソウル市
の委託を受ける大韓佛教曹渓宗社会福祉財
団によって運営されている。カ・ソブ館長と
面談し、無料の給食サービスを含む高齢者福
祉の事業についてヒアリングを行うととも
に、館内のエクスカーションを行った。ソウ
ル老人福祉センターは、ソウル市中心部に位
置しており、高齢者は公共交通の無料乗車カ

ードであるシルバーパスを利用してアクセ
スしやすく、非常に利便性の高い施設である。 
ソウル市郊外平沢市の幼稚園ノーブルキ

ッズでは、理事長のキム・ヨンミン先生およ
びイ・ウニョン園長と面談を行った。ソウル
市郊外においてドイツ式の幼児教育を行っ
ている。地域の児童福祉施設として父母の信
任を得るための実践方法等についてご教示
をいただいた。 
安東市のハンセン生活施設星座苑では、苑

長のカン・ホド氏に館内をご案内いただいた。
この 2010 年 6 月の韓国福祉調査の眼目の一
つは、徹底的に社会から隔離された施設とし
てのかつてのハンセン病療養所の特性を学
ぶことであった。かつて、ハンセン病施設で
生じた人さまざまな人権蹂躙を知ることで、
現在の高齢者施設を含むすべての施設で、人
権を守るために具体的にはどのような留意
が必要なのか再考する機会となった。 
2011 年 3 月に単独で再訪した星座苑では、

現地調査と資料収集を行う傍ら、東日本大震
災の被災地である宮城県に位置する国立療
養所東北新生園との交流支援を行った。4 日
間、星座苑においてもっとも手厚い支援を必
要とする入居者が生活している生活館にお
いて調査と並行して支援を行った。具体的に
は、星座苑から東北新生園への義援金の寄贈
に際して、逐次、日本との電話のやりとり、
文書の翻訳を行い、両施設の交流の支援を行
った。東北新生園には 80 代の在日コリアン
高齢者が居住しており、東日本大震災を契機
として、日韓のハンセン施設の交流が始まっ
た。 
2011 年 12 月に行った韓国福祉調査におい

ては、ソウル市とプサン市の集住地区で市民
生活の支援活動を行う組織を訪問し、キーパ
ーソンの協力を得て、聞き取り調査と資料収
集を行った。ソウル市の社会福祉法人恩平天
使園の理事長である趙奎煥理事長、李應務名
誉副会長に、同社会福祉法人の来歴と近年の
活動についてご教示いただいた。プサン広域
市健康家庭支援センター韓東希センター長
には健康家庭基本法のもとで対応と支援を
行っているさまざまな家族問題についてご
教示いただいた。また、日本をはじめアメリ
カ等、各国の研究者、実務家と共同で行って
いる研究プログラムについてもご紹介いた
だいた。 
 
(6)研究の最終年度である 2012 年度は、継続
して、大震災に対応した日韓の福祉交流につ
いても調査を進めつつ、それぞれ特定の地域
に密着して行われている在日コリアン高齢
者を対象とする生活支援の諸活動が、後期高
齢者へとさらに高齢化が進む中で、どのよう
な変化が生じるのか大まかな方向性を把握
すべく、補足的な調査を行った。 



日韓の高齢者福祉研究の動向についてデ
ータを収集するために、2012 年 11 月、第 7
回北九州アジア太平洋アクティブ・エイジン
グ会議出席に出席し、各国の研究者と情報交
換を行った。先述した 2010 年 6 月の韓国福
祉調査で同行した中迎聡子氏が鹿児島県鹿
児島市において展開している NPO 法人こころ
の館宅老所いろ葉による高齢者福祉サービ
スおよび新規事業について、現地調査を行っ
た。当時、行政からの支援を受けずに新規事
業のための施設を新築中であったが、ボラン
ティアが集まって床材を貼り、壁を塗り、ヒ
ノキの湯船を 2 つ設置し、利用者ができる限
り自力で移動しやすくするために廊下を畳
張りにする等、創意に溢れた施設を見学する
ことができた。  
以上述べてきたように、高齢化の進展にタ

イムラグを有している日本の高齢者支援と
韓国の高齢者支援【資料-2】が、いかに知見
を共有し、超高齢社会の高齢者支援の工夫を
蓄積しうるのかという本研究課題の問題に
ついて、現地調査によって収集したデータ・
資料に加えて、日本と韓国で近年公表された
福祉国家論および福祉社会論について文献
研究を行い、研究成果の公表を 2 件行った。 
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